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資料:最近 10 年間 (2005 年~2014 年)の教育改革・年表

西麿
教育改革等の動向

(和暦)

2005 01. 13 仁!=l教審教育制度分科会、「地方分権時代における教育委員会の在り方についてJ(部会

(平成 17) まとめ)をまとめる

02. 09 政府・構造改革特区推進本部が、自治体と企業が学校経営で連携する「公設民営特区」

を高校と幼稚関で

10.26 中教審「新しい時代の義務教育を創造する」答申

12.08 中教審「特別支援教育を推進するための制度の在り方についてj答申

2006 03. 27 文部科学省、「謝努教育諸学校における学校評価ガイドライン」策定

(平成 18) 03. 31 義務教育費国庫負担法一部改正 (4月 l日施行)

04. 06 東京都品川区で、全固有]の施設一体型小中-員:校日野学騒が開校

06. 02 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」公布・施行

※教員給与の見直しを、政府の重要政策課題のーっとして検討へ

06. 15 「就学円IJの子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の昨進に関する法律」公布

(10月1日施行)※認定子ども閣制度創設

07.11 中教審「今後の教員養成・免許制度の在り方について」答申

12. 22 改正教育基本法公布・施行

2007 03. 10 中教審「教育基本法の改正を受けて緊急に必要とされる教育制度の改正について」答

(平成 19) 申

03. 14 文科省 il放課後子どもプラン」の推進について」通知

03. 29 中教審「今後の教員給与の在り方について」答申

04.01 全国初の株式会社立の中尚一貫校となる、朝日塾中学高等学校が開校

04. 24 平成 19年度全国学力・学習状況調査実施

05. 24 文科省、教員勤務実態調査の結果を公表

06. 27 教育改革関連三法案(学校教育法、教育職員免許法、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律)の改正案成立、公布 ※高IJ校長等の新しい職の設置

10.25 平成 19年度全国学力・学習状況調査結果公表

12. 04 OECD、生徒の学習到達度調査 (PISA) 2006年調査の結果を発表

2008 01. 17 中教審「幼稚i君、小学校、中学1交、高等朝交及び特別支援学校の学習指導要領等の改

PF.成 20) 善について」答申

01. 31 教育再生会議「社会総がかりで教育再生をj最終報告

01. 31 「学校詞刊回ガイドライン〔改訂JJ文部科学大臣決定

03. 28 幼稚園教育要領、小・中学校学習指導要領改訂

04. 01 学校教育法の一部(副校長等の新しい職の設置)が施行

04. 18 中教審「教育振興基本計画について~í教育立匡IJ の実現に向けて~J 答申

07. 01 「教育振興基本計部」閣議決定

12. 10 国際教育到達度評価学会(IEA) が 2007年に実施した国際数学・理科教育動向調査

(TlMSS2007) の結果公表

2009 04. 01 教員免許更新制導入

(平成 21) 08. 30 衆議院総選挙で、民主党が選挙区・比例代表区を含めた全定数480人のうち 308議席

を確保し、政権交代実現へ

09. 16 鳩山由紀夫内閣発足

01. 29 「子ども・子育てビジョン」閣議決定
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